
 

 

社会福祉法人湘南広域社会福祉協会 

令和８年度事業計画 

 

１ 基本方針 

老人福祉法の基本理念に基づき、養護老人ホーム湘風園の理念を実践いたします。利用

者の心身の健康保持と生活の安定を第一に、個人の尊厳と人権を擁護し、生きがいを持って

過ごせる環境を整備します。 

また、介護保険法の目的に則り、要介護状態となった利用者に対しても、個々の心身状況

に応じた適切な介護サービスを提供し、自立した日常生活を支援します。   

さらに、法令遵守を徹底し、計算書類等の公開を通じた透明性の高い経営を実践します。

行事や地域交流の推進により、地域福祉の拠点として信頼され、親しまれる施設運営に努 

めてまいります。       

 

２ 運営管理 

基本方針に基づき、養護老人ホームとしての社会的役割と経営の重要性を深く認識し、適

正な職員配置および組織体制を整備します。神奈川県高齢者福祉施設協議会をはじめとす

る関係機関と密接に連携し、法制度の改正や社会情勢の変化を的確に捉え、利用者への安

定的なサービス提供と健全な施設運営に努めます。 

昨今の物価高騰は光熱水費や食糧費、日用品費の増大を招き、当施設の経営を圧迫して

います。これに対し、本年度も支出項目の見直しと適正な職員配置の実施により、限られた

財源を最大限に活用する予算編成といたしました。 

措置施設の特性を踏まえつつも、柔軟な受け入れ体制の構築と経費節減を両立し、経営

基盤の強化に努めます。 

また、常に健全な財務状況を把握することで、収支バランスの安定を図るとともに、利用者

が安全かつ楽しみを持って生活できる環境を整備してまいります。 

湘風園再整備につきましては、新居住棟の建設に向け着実に準備を進めてまいります。 

   利用者の意向を尊重した支援を行うため、各種会議および委員会を定期的に開催します。

各種専門職が参画する多職種連携を強化し、個別支援計画の評価・見直しを適切に行うこ 

とで、利用者がその人らしく生き生きと過ごせる生活環境の向上を図ります。 

介護報酬および措置費における介護職員等処遇改善加算を適正に運用し、正規職員お

よび臨時職員の処遇改善を積極的に推進します。 

職員の心身のゆとりと意欲向上を、利用者への細やかなサービス提供や介護技術のスキ

ルアップへと還元し、好循環な運営体制を構築します。 

キャリアパス要件に即した研修計画を策定し、施設内研修の充実はもとより、施設外の専

門研修への参加もバックアップします。職員一人ひとりのスキルアップを支えることで、専門

知識と高い倫理観を持った人材を育て、利用者に信頼される質の高い福祉サービスの提供

に努めます。 

職員の心身の健康を経営の基盤と捉え、定期健康診断やインフルエンザ予防接種を実施

し、心身の健康維持・増進を図ります。メンタルヘルス対策では、ストレスチェックの機会提供

に加え、外部資源を積極的に取り入れた相談体制の充実を図ります。また、日々のラジオ体



1 

 

操を通じた安全衛生管理を習慣化し、身体機能の活性化と労働事故の防止に努めます。 

職員の多様なライフスタイルに対応するため、育児・介護休業制度の周知と活用を促進し、

持続可能な職場環境の整備に邁進いたします。 

    

３ 生活支援方針  

利用者の高齢化が進むにつれ、複数の疾病を持つ慢性疾患の療養看護を要する利用者

が増加するなか、個人が有する能力に応じて自立した日常生活を営むことができるよう、医

療・食生活・一般生活について、次の方針に基づき個別支援計画により利用者の支援を行

います。 

 

（１）  医療 

生活支援の基盤として、利用者の健康維持・増進および適切な観察による疾病予防に

注力し、協力医療機関である寒川病院との緊密な連携のもと、個々の状態に応じた健康

管理の充実に努めます。 

緊急時対応については、年３回の救急シミュレーションおよび年１回の内部研修（胸骨

圧迫、ＡＥＤ等）を継続実施します。研修にあたっては他部署の視点や最新のニーズを反

映し、職員の対応力を図ることで、利用者の安心・安全な生活を守ります。 

また、感染症及び食中毒の予防、まん延防止のための指針に基づき、基本動作徹底し

ます。養護老人ホーム湘風園業務継続計画（ＢＣＰ：新型コロナウイルス感染症対策編）に

ついては、定期的な委員会開催を通じて見直しを行い、平常時・発生時を問わず、迅速

かつ安定した施設運営を継続できる体制を整備します。併せて、年間計画に基づく年２回

の職員研修および新規採用職員研修を実施し、組織全体の習熟度向上を推進します。 

 

（ア）健康診断の実施とフォローアップ 

春季・秋季の定期健康診断を着実に実施し、病気の早期発見・早期治療・重度化予防 

に努めます。健診結果に基づき、必要に応じて受診推奨や生活指導等のアフターケ 

アを強化します。 

 

（イ）季節に応じた健康管理（熱中症対策等） 

特に夏季における温度・湿度管理を徹底し、こまめな水分補給の促し、巡回強化によ 

り、熱中症の発生を未然に防ぎます。 

    

（ウ）感染対策の継続とＢＣＰの運用 

   新型コロナウイルスおよびインフルエンザの予防接種を推奨するとともに、手指消毒・

換気等の基本対策を継続します。感染症発生時には、養護老人ホーム湘風園業務継

続計画（ＢＣＰ）を即座に発動し、利用者の安全と生活の継続を最優先に確保します。 

 

（エ）衛生管理と保健教育の推進 

   ノロウイルス等の食中毒予防対策を徹底します。また、利用者および職員に対し、健

康指導や保健衛生に関する正しい知識の啓発を行い、施設全体の衛生意識向上を図

ります。 
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（２） 食生活 

     物価高騰等の影響を考慮しつつ、限られた予算内で創意工夫を凝らし、季節の食材や

行事食を積極的に取り入れ、楽しんでいただける食事の提供に努めます。あわせて、衛

生管理を徹底し、安全・安心な食生活の確保を最優先に運営いたします。 

      

（ア）個々のニーズに適合した食事提供と多職種連携 

   多職種が連携し、利用者の健康状態、栄養状態、および嗜好を十分に反映した献立

作成と調理方法の検討を行い、最適な食事提供に努めます。 

 

（イ）旬の食材の活用と適温給食による食の質の向上 

   季節感あふれる旬の食材を積極的に取り入れ、適温給食を徹底することで家庭的で

温かみのある満足度の高い食事を提供します。 

 

（ウ）徹底した衛生管理と食中毒・感染症対策 

   衛生管理マニュアルを遵守し、ノロウイルス等の感染症や食中毒の予防を徹底します。

食材の検収から調理、配膳に至るまで、安全管理体制を維持します。 

 

（エ）身体機能に応じた個別的な食事形態の提供 

   利用者の咀嚼や嚥下機能に配慮し、一人ひとりの状態に合わせた最適な食事形態で

の提供に努めます。 

              

（３） 一般生活        

利用者のニーズと生活課題を把握し、多職種連携のもとで質の高い生活の実現に努

めます。清潔で快適な環境維持や心身機能の維持を図るとともに、余暇活動の充実や

家族・地域との絆を深め、一人ひとりが尊厳を持ち、安心感と生きがいを持って自分らし

く自立した生活が送れるよう支援します。また、対話や調査を通じて利用者の声を真摯に

受け止め、継続的なサービスの改善と信頼関係の構築を推進します。 

また、計画的な施設改修や清掃による住環境の整備を進めるとともに、各種会議・委員

会を軸とした組織的な管理体制を強化したします。部署間の垣根を超えた多角的なケー

ス検討や事故防止・虐待防止に向けた継続的な研修を通じて意識向上とリスク管理の徹

底を図ります。 

地域社会の一員として住民との交流や美化活動を積極的に推進し、開かれた施設づ

くりに努めることで、利用者が四季の移ろいを感じながら、住み慣れた地域で尊厳を持っ

て自分らしい生活を継続できるよう支援します。 

 

（ア） 利用者の生活課題の把握と支援方法の検討のため、原則月１回のケア会議を開催

し、一人ひとりのニーズに基づいた質の高い生活の実現に努めます。 

 

（イ）年３回、利用者と職員による懇談会を開催し、意見交換を通じて相互理解を深め、

円滑なコミュニケーションの促進を図ります。 

   （ウ）高齢化に伴う要支援・要介護者の増加を踏まえ、日々の表情や行動などから健康
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状態を細かく観察し、特に訴えが難しい利用者との関わりを積極的につくり、信頼

関係の向上を目指します。 

 

（エ）季節に応じた衣替えやリネン交換、布団乾燥などを行い、清潔で快適な生活環境

を維持します。 

 

（オ）利用者の主体性を大切にし、毎日全館放送による体操で身体・精神機能の維持・

回復を支援します。 

 

（カ）書道・器楽コーラス・室内ゲートボールの３クラブを段階的に再開し、講師や活動を

通じた交流の促進、喫茶イベント、遺跡見学、季節の「変わり湯」等を実施します。こ

れにより、利用者の余暇活動の充実を図り、生きがいを持って自分らしく生活でき

る環境づくりに努めます。 

 

（キ）利用者にとって家族との交流は何よりも大切であることから、家族が本園行事の参

加や面会が行えるように、利用者にも日頃の連絡を促します。利用者の身体等に

変化のある時には、速やかに親族等・後見人・措置機関に情報を伝え、必要な対

応に努めます。また、親族・後見人の面会時には近況を伝え、信頼関係構築に努

めます。 

 

（ク）自立支援および社会復帰を視野に入れ、本人ならびに関係者（身元引受人・措置

機関・施設職員等）との多職種連携を強化します。身体・精神機能の維持向上を図

り、個々の尊厳に基づいた最適な生活の場の選定に向けた支援を行います。 

 

（ケ）日常的な声掛けや対話の機会を意識的に創出し、利用者が安心感を得られる雰囲

気作りを行うとともに、迅速かつ丁寧な対応を通じて、互いの絆を深める支援に努

めます。 

 

（コ）年１回の利用者満足度調査を実施し、抽出された課題に対して改善策を講じること

で、利用者の満足度向上に努めます。 

 

（サ）利用者からの要望・相談・苦情に対し、第三者委員による傾聴機会を確保し、客観

的な視点での助言を仰ぎます。得られた提言を受け止め、具体的な改善策を講じ

ることで、安心・安全な生活環境の向上に努めます。 

  

 （４） 体制・環境整備        

利用者が安全かつ快適に過ごせる居住環境の整備に努めます。定期清掃や新館空

調改修工事を計画的に実施するとともに、居住環境検討委員会において年間計画に基

づいた玄関掲示板の装飾や花壇の植栽を行い、四季の移ろいを感じられる生活環境を

構築します。 

部門チーフ会議において、法人の理念を利用者および職員へ周知し、意識の共有を

図ります。あわせて、地域社会の一員としての役割を果たすべく、美化活動を通じた地
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域住民との交流・社会貢献を推進し、施設運営への理解と信頼の向上に努めます。 

リーダー会議において、外出機会の少ない利用者を把握・検討し、希望する全ての利

用者が外出できるよう、体制の整備と機会の確保に努めます。また、接遇や職員間のコミ

ュニケーションについて定期的な会議を通じて意見を活発化させ、職員が互いに支え合

え、風通しの良い職場環境作りに努めます。 

      ケース検討会議において、部署の垣根を超えた多角的な視点による検討体制を構築

します。随時のケース検討会に加え、些細な変化や懸念点も共有できる定期的な会議体

を設けることで、単一部署に負担が集中することを防ぎ、全職員が共通認識を持って、利

用者を支える体制を整備します。 

      事故防止対策会議において、事故発生防止のための指針に基づき、定期的に会議を

開催します。発生した事故の要因分析と改善策の見直し、評価を継続的に行うとともに、

年２回の全体研修を通じて事故報告およびヒヤリハット報告の重要性を周知徹底し、組織

的な再発防止体制を構築します。また、利用者に対しては、安全講習会を実施し、交通

ルールの遵守や危険箇所の実地確認を行うことで危機意識の向上を図り、安全な単独

外出の維持・支援に努めます。 

身体拘束適正化委員会において、身体的拘束等の適正化のための指針に基づき、委

員会を定期的に開催し、現場の状況把握とケアの質の向上に努めます。また、年２回の

全体研修を実施し、組織全体で意識の共有を図ります。令和８年度においても身体拘束

ゼロを継続します。 

虐待防止検討委員会において、虐待防止のための指針に基づき、委員会を定期的に

開催し、現状の把握と課題の抽出を行います。また、全職員を対象とした自己点検シート

によるセルフチェックを継続し、職員一人ひとりの意識啓発と組織的な虐待防止体制の

強化を図ります。 

行事実行委員会において、年間計画に基づき各種行事を実施すると共に、地域との

交流を積極的に促進します。行事を通じて利用者の楽しみや生活の活性化を図り、地域

住民との関わりを深めることで相互理解の向上を目指します。 

 

４ 特定施設養護老人ホームの運営  

 利用者の状態を観察し、その人のニーズや問題点等を把握し、利用者の希望に沿った特 

定施設サービス計画を作成し、利用者の生活相談等を行い、自立した日常生活を営むことが 

できるよう入浴、排泄、食事等の介護その他日常生活の支援を行います。特定施設利用者数 

の確保し、利用者全体の動向を注視し、適切なサービス利用につなげられるよう努めます。 

 

（１） 法律に基づく適正なサービス提供により、利用者が健康を保ち、一日でも長く自ら出来る 

ことを維持しながら施設での生活を送ることができるよう支援していきます。 

（２）訪問介護センターや支援員等との連携に努めるとともに、関係市町や家族等とも連携を図 

り、利用者一人ひとりに合ったサービスの提供に努めます。 

（３）毎月開催するサービス担当者会議では、要介護状態となった利用者にあった日常生活を 

営むことができるよう必要な介護保険サービスの提供を調整します。 

（４）介護保険認定期間の管理を行い、申請手続き、区分変更申請の検討を行います。 

（５）月に一度、訪問介護センターとサービス検討会議を実施し、サービスの評価と内容を検

討します。 
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５ 訪問介護センターの運営 

    特定施設養護老人ホーム湘風園から委託されたサービス計画に基づき、利用者の入浴・

排泄・食事等の介護その他の日常生活の支援等を行います。 

 

（１）サービス提供責任者は、利用者の意見を聞きとり、必要に応じて他職種と連携を図り、問

題解決・改善に努めます。      

（２）月に一度、特定施設介護支援専門員とサービス検討会を実施し、モニタリングを行い、利

用者の心身状況を踏まえ、内容の検討と評価をしていきます。 

（３）サービス提供責任者は利用者の状況に応じて、訪問介護計画書を見直し、統一したサー 

ビス提供が行えるよう訪問介護員に周知していきます。 

（４）利用者アンケートを年に一度実施し、改善点、要望等を把握し、訪問介護員と共有してい 

きます。 

（５）利用者一人ひとりの気持ちに寄り添い、生活意欲の向上につながる支援を行います。 

（６）利用者が話しやすい表情・態度・言葉遣いを心掛け、サービスを提供していきます。 

（７）サービス提供責任者は訪問介護員と年２回の面談を実施し、職員一人ひとりの特性や能 

力、心身の状態を把握するとともに希望を踏まえた業務管理を実施します。 

（８）訪問介護員のスキルアップのため、毎月内部研修を行います。  

（９）マスク・グローブの着用、手洗い、手指消毒を常に心掛け、感染対策に努めます。 

（１０）事故に至る前の危険に気付く目を持ち、危険要因を排除できるように努めていきます。

また、事故・ヒヤリハット事例の要因、改善策を訪問介護員に周知し、事故防止対策を徹

底します。 

 

６ 地域交流と社会参加 

地域社会とのふれあいは、利用者の社会性維持において重要な役割を担います。本年度 

も地域行事への積極的な参加や、施設行事への地域住民の招待を通じ、幅広い交流を促進 

します。また、近隣の小中学生との交流を積極的に創出し、多世代交流を図るとともに地域

住民の社会福祉に対する理解を深める拠点としての役割を果たします。 

また、地域住民向け研修を開催し、地域と共に歩む安心・安全なコミュニティづくりに貢献し

ます。 

 

行事等：湘風園まつり、納涼盆踊り大会、敬老会、秋季大運動会、ハロウィンパーティー、 

餅つき大会、ふれあい福祉フェスティバル、小出川彼岸花まつり 

 

７ 防災対策 

防災体制の強化として、大蔵自治会及び寒川町消防第９分団の協力を仰ぎ、多様な状況

を想定した年３回の避難訓練（総合避難訓練・火災訓練２回）と月１回のシェイクアウト訓練を

継続実施し、職員と利用者の防災意識向上を図ります。 

訓練においては、職員が自主的な判断で迅速に行動できるよう実践力の育成に重点を置

きます。 

また、起震車による地震体験を通じた防災意識の高揚、日頃の安全管理、備蓄品の計画

的な確認・補充を行い、万全の備えを構築します。 
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さらに、大規模災害発生時でも安定した施設運営を継続するため、養護老人ホーム業務

継続計画（BCP：自然災害対策編）を最新の状況に即して更新し、年１回のＢＣＰ訓練を通じて

職員への周知徹底と体制整備に努めます。 

 

８ 研修 

人材育成を重視し、外部研修への参加を積極的に推進します。外部研修で得た知識をそ

のままで終わらせず、参加職員が内部研修の講師として内容を共有することで、職員の理解

を深め、学習意欲や研修参加への意欲向上に繋げます。これらの取り組みを年間通して継

続的に実施していきます。 

 

令和８年度 職員内部研修計画 

開催日程 研修内容 対象者 講師 

令和８年 

４月 

認知症サポーター養成講座 全職員 寒川町地域包括支援センター 

５月 第１回 感染症対策研修 全職員 看護師 

６月 食中毒研修 全職員 栄養士 

７月 第１回 事故防止対策研修 全職員 事故防止対策会議  

８月 第1回 虐待防止研修 全職員 虐待防止検討委員会 

９月 第２回 感染症対策研修 

（BCP研修 新型コロナ） 

全職員 看護師 

１０月 BCP研修（自然災害対策編） 全職員 防災対策部会 

１１月 研修担当委員会選任研修 介護職員 支援員・訪問介護員 

１２月 第２回 事故防止対策研修 全職員 事故防止対策会議 

令和９年 

１月 

救急時対応研修 全職員 Ｓ☆ＦＡＴ 

２月 第１回 身体拘束研修 

第２回 虐待防止研修 

全職員 身体拘束適正化委員会 

虐待防止検討委員会 

３月 第２回 身体拘束研修 全職員 身体拘束適正化委員会 

 

 

 

 


